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３．環境への負荷の把握について 

 ３－１．貴社では、自社の事務所･工場等における事業活動に伴い、日常的にどのような環境負荷が発生しているか、
あるいはどのような環境影響が発生しているか把握していますか。 

①重要な環境負荷のデータは全て把握している 
②重要な環境負荷のデータの一部は把握している 
③環境負荷のデータは把握していない 
④その他 

 「重要な環境負荷のデータは全て把握している」と回答した企業は、上場企業では４５．９％、非上場企業
では３５．４％となっており、「重要な環境負荷のデータの一部は把握している」の上場企業の４１．４％、
非上場企業の３５．８％をあわせると、環境負荷を把握している企業は、上場企業で８７．３％、非上場企業
で７１．２％となる。「環境負荷のデータは把握していない」と回答した企業は、上場企業で１０．９％、非
上場企業で２６．３％であった。 
 昨年度と比べると、「重要な環境負荷のデータは全て把握している」企業は、上場企業で３．１ポイント、
非上場企業で４．２ポイントそれぞれ増加しており、逆に「環境負荷のデータは把握していない」企業は、上
場企業で１．５ポイント、非上場企業で４．４ポイントそれぞれ減少している。 
 業種別にみると、「重要な環境負荷のデータは全て把握している」と回答した企業は、上場企業では「電気・
ガス等供給業」が７６．５％と最も多く、「製造業」の５９．４％、「卸売業」の３０．７％などとなってお
り、非上場企業では「製造業」の６６．７％、「電気・ガス等供給業」の４２．９％、「卸売業」の２６．３％
などとなっている。 
 また、売上高別にみると、上場企業、非上場企業ともに、売上高が高い企業は「重要な環境負荷のデータは
全て把握している」と回答した企業の割合が高い傾向が見られる。 
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上場企業クロス業種

①全て把
握してい
る

②一部把
握してい
る

③把握し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

電気ガス等供給業
n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0
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非上場企業クロス業種

①全て把
握してい
る

②一部把
握してい
る

③把握し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0
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上場企業クロス売上高

①全て把
握してい
る

②一部把
握してい
る

③把握し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1170

500億円未満
n = 482

1千億円未満
n = 216

5千億円未満
n = 337

1兆円未満
n = 63

1兆円以上
n = 70

回答なし
n = 2
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10.9
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6.5

非上場企業クロス売上高

①全て把
握してい
る

②一部把
握してい
る

③把握し
ていない

④その他 回答なし 回答なし

合計
n = 1519

50億円未満
n = 163

100億円未満
n = 167

500億円未満
n = 728

1000億円未満
n = 238

1000億円以上
n = 220

回答なし
n = 3
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上場企業のみ 
 ⇒①又は②に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 
  ３－２．貴社で把握している環境負荷データはどのようなものですか。（複数回答可） 

    ①二酸化炭素排出量 
    ②燃料使用量 
    ③エネルギー使用量 
    ④廃棄物排出量 
    ⑤水資源使用量 
    ⑥紙（コピー用紙、コンピューター用紙等）の使用量 
    ⑦原材料使用量 
    ⑧包装材使用量 
    ⑨大気汚染物質（窒素酸化物、硫黄酸化物等）排出量 
    ⑩水質汚濁物質排出量（ＣＯＤ、ＢＯＤ等） 
    ⑪法規制されていない化学物質の排出量 
    ⑫化学物質の使用量 
    ⑬オゾン層破壊物質（特定フロン等）の使用量 
    ⑭騒音レベル、振動レベル 
    ⑮その他 
 「廃棄物排出量」と回答した企業が９２．８％と最も多く、次いで「エネルギー使用量」の８４．３％、
「燃料使用量」の７７．１％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同様である。 

把握している環境負荷の項目
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回答なし

⑮その他

⑭騒音・振動レベル

⑬オゾン層破壊物質使用量

⑫化学物質使用量

⑪法規制ない化学物質排出量

⑩水質汚濁物質排出量

⑨大気汚染物質排出量

⑧包装材使用量

⑦原材料使用量

⑥紙使用量

⑤水資源使用量

④廃棄物排出量

③エネルギー使用量

②燃料使用量

①CO2排出量

平成１２年度
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平成１０年度
N=637

上　場上　場上　場上　場
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上場企業のみ 
 ３－３．貴社では、平成１１年７月に制定された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に

関する法律（ＰＲＴＲ法）」について知っていますか。また、何か対応をされていますか。 
    ①化学物質の環境への排出量・移動量を把握している 
    ②化学物質の環境への排出量・移動量を調査している 
    ③ＰＲＴＲ法への対応を検討している 
    ④何も対応はしていない 
    ⑤対象となる化学物質は使用していない 
    ⑥ＰＲＴＲ法を知らない 
    ⑦その他  
 ＰＲＴＲ法の制定後の対応については、「化学物質の環境への排出量・移動量を把握している」と回答した
企業が３０．０％と最も多く、次いで「化学物質の環境への排出量・移動量を調査している」の１５．９％、
「ＰＲＴＲ法への対応を検討している」の１４．７％となっている。また、「対象となる化学物質は使用して
いない」と回答した企業が２２．７％あることから、対象となる化学物質を使用している企業においては、全
体の約８割の企業がＰＲＴＲ法に基づいて何らかの対応又は検討をしていることになる。 
 昨年度と比べると、「化学物質の環境への排出量・移動量を把握している」と回答した企業は１．７ポイン
ト、「化学物質の環境への排出量・移動量を調査している」と回答した企業は２．９ポイント増加している。 
  
 

ＰＲＴＲ法について
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